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2月 9日に，農林水産省が，「2017 年の農林水産物・食品の輸出額（速報値）が 8073 億円
（前年比 7･6％増）だったと発表した」ことを報じた『毎日新聞』の記事のなかで，「ただ，










































































トナムを加えた Trans-Paciﬁc Partnershipの交渉が 2010 年 3 月から開始され，2010 年
10 月にマレーシアが交渉に参加とのこと。2011 年 11 月に日本が参加を表明したのは，こ
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，長期的に減少傾向で推移しており
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，先進国中最低水準となっ
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第 46 回（2012 年 12 月 16 日）の折りは，「食料自給率及び食料自給力（農地・水などの
農業生産基盤，農業者，農業技術）を維持向上させます」とあり，食料自給率をめぐるひ
くめの目標値までもが消え去ってしまっている＊28。さらに，第 47 回（2014 年 12 月 14 日）
の「食料自給率及び食料自給力（農地・農業用水等の農業資源，農業技術，農業就業者等）
を維持向上させます」は，第 46 回とほぼおなじ内容であった＊29。そして，第 48 回（2017
































年 2 月 10 日時点）。そのうち，「食料安全保障」ということばを口にしたのは，わずか 10
会議のみである。しかも，国会内で，安倍が「食料安全保障」のワードを発したのは，内











































































































＊３　『毎日新聞』2018 年 2 月 10 日，6面。
＊４　関岡英之「『年次改革要望書』が偽装されて復活した『TPP』」『調査情報』2012 年 3・4 月号，22 頁。
＊５　「日本における規制緩和，行政改革及び競争政策に関する日本政府に対する米国政府の要望書」〔1996
年 11 月 15 日〔https://web.archive.org/web/20130221183724/http://aboutusa.japan.usembassy.





＊６　関係者からの電子メールによる回答（2014 年 3 月 11 日）。
＊７　北米局北米第二課「米国経済と日米経済関係」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/ﬁles/000240495.pdf）。
＊８　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/tpp/（2018 年 2 月 10 日）。
＊９　http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade/tpp.html/（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 10　https://www.kantei.go.jp/jp/headline/tpp2015.html#c004（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 11　http://crd.ndl.go.jp/jp/library/index.html（2018 年 2 月 10 日）。
＊12　http://crd.ndl.go.jp/reference/modules/d3ndlcrdentry/index.php?page=ref_view&id=1000099948（2018
年 2月 10日）。
＊ 13　『朝日新聞』2013 年 7 月 19 日，16 面。
＊ 14　『読売新聞』2013 年 7 月 26 日，3面。
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＊ 15　『毎日新聞』2013 年 7 月 24 日，5面。
＊ 16　なお，TPPをめぐる全国紙と地方紙の認識の相違については，浅野一弘『現代政治論－解釈改憲・
TPP・オリンピック－』（同文舘出版，2015 年），72-92 頁を参照されたい。
＊ 17　大畠英樹「国益」大学教育社編『現代政治学事典』（ブレーン出版，1991 年），305 頁。





＊ 20　橋本信之「食糧政策［食料政策］」『現代政治学事典』（ブレーン出版，1991 年），478 頁。
＊ 21　http://www.maﬀ.go.jp/j/kanbo/kihyo02/newblaw/panf.htm（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 22　なお，本論では，食料・農業・農村基本法にしたがって，「料」の字をもちいる。
＊ 23　http://www.maﬀ.go.jp/j/kanbo/kihyo02/newblaw/panf.html（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 24　http://www.maﬀ.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011_2.html（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 25　http://www.maﬀ.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012_1.html（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 26　http://www.maﬀ.go.jp/j/press/kanbo/anpo/170809.html（2018 年 2 月 10 日）。
　　　また，この項目には，「平成 28 年度においては，野菜及び果実について，輸入額が減少する中で国
内生産額が増加したこと等により，68%となりました」との記述もみられる（同上）。
＊ 27　自民党「－ → ＋　改めます。＋ → ＋＋　伸ばします。」〔https://jimin.ncss.nifty.com/pdf/
manifest/2009_yakusoku_a.pdf（2018 年 2 月 10 日）〕，10 頁。
＊ 28　自民党「日本を，取り戻す。」〔https://jimin.ncss.nifty.com/pdf/seisaku_ichiban24.pdf（2018 年




pdf（2018 年 2 月 10 日）〕，14 頁。
＊ 30　自民党「この国を，守り抜く。」〔https://jimin.ncss.nifty.com/pdf/manifest/20171010_manifest.
pdf（2018 年 2 月 10 日）〕，29 頁。
＊ 31　『第百二十八回国会　衆議院外務委員会議録　第三号』1993 年 10 月 22 日，8-9 頁および 11 頁。
＊ 32　『第百六十六回国会　衆議院予算委員会議録　第十七号』2007 年 3 月 1 日，18-19 頁。
＊ 33　『第百六十六回国会　衆議院予算委員会議録　第十八号』2007 年 3 月 2 日，19-20 頁。
＊ 34　『第百九十二回国会　衆議院環太平洋パートナーシップ協定等に関する特別委員会議録　第九号』
2016 年 10 月 28 日，26 頁。
＊ 35　『第百六十五回国会　参議院会議録　第五号』2006 年 10 月 4 日，12 頁。
＊ 36　http://www.maﬀ.go.jp/j/press/kanbo/anpo/160802.html（2018 年 2 月 10 日）。
＊ 37　『第百八十一回国会　衆議院会議録　第二号』2012 年 10 月 31 日，1頁。
＊ 38　『第百八十三回国会　衆議院予算委員会議録　第十二号』2013 年 3 月 12 日，26-27 頁。
＊ 39　ただ，「食料自給力」にいたっては，23 件となっている。なお，安倍がはじめて，「食料自給力」








めに，平成 27 年 3 月に閣議決定された『食料・農業・農村基本計画』において，初めて食料自給力
の指標化を行いました」とあることから，「食料自給力」に関する国会内での発言が遅くともしかた
がないといえなくはない（http://www.maﬀ.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012_1.html〔2018 年 2 月
10 日〕）。
※　なお，本論は，東鷹栖農民連盟主催「東鷹栖農民連盟代議員研修会」（2017 年 11
月 25 日）における講演「現代日本政治の争点－さまざまな危機にどう対応していく
か－」の一部に，大幅な加筆・修正をおこなったものである。
　　また，本論は，「2017 年度　札幌大学　研究助成」の成果の一部であることを付言
しておく。
